医療機器の非介入研究書式4

医療機器非介入研究契約書
函館市病院局（以下「甲」という。）と　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）とは、市立函館病院において実施する医療機器の非介入研究（以下「本研究」という。）について次のとおり契約を締結する。
（委託）
第１条　乙は、本研究の実施を甲に委託し、甲はこれを受託する。
（本研究の内容等）
第２条　本研究の内容等は次のとおりとする。
対象製品名：
研究課題名：
実施科：
研究責任医師：
依頼症例数および調査票数：　　　例（１例につき　　冊）
研究対象期間：西暦　　　　年　月　日～西暦　　　　年　月　日
（本研究の実施）
第３条　甲は、本研究を慎重かつ適正に実施し、成果を証するため必要事項を記載した調査票を乙に提出するものとする。
２　甲は、天災その他やむを得ない事由があった場合は、乙と協議を行い、本研究の中止または研究対象期間の延長または依頼症例数の変更をすることができる。
３　乙は、本研究を中断または中止する場合は、その理由を添えて速やかに甲に文書で通知しなければならない。
４　本研究に要する費用については、乙の負担とする。ただし、甲乙の協議により、乙は費用の一部を負担しないことができる。
（研究成果の公表等）
第４条　甲が本研究の成果について、専門の学会等外部に発表する場合は、事前に乙の承諾を得て行うものとする。
２　本研究の成果は乙に帰属し、乙または乙が許可した者は、本研究の成果について公表・利用等をすることができる。
（法令等の遵守）
第５条　甲および乙は、「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針」その他適用される関係法令通達等を遵守して、本研究を適正に実施するものとする。
（受託経費）
第６条　受託経費は以下の計算式により算出することとする。 
受託経費 ＝（調査票作成費用）×提出調査票数＋事務管理経費
　　　　 　＝（○○○○○円）×提出調査票数＋○○○○○円
２　受託経費に消費税および地方消費税の合計額（以下「消費税額」という。）を加えて請求する。
消費税額は、消費税法第28条第1項および第29条ならびに地方税法第72条の82および第72条の83の規定に基づいて算出する。
３　乙は、本研究が終了（中止）したときには、回収した調査票の内容を「医療機器の非介入研究終了（中止）報告書」（医療機器の非介入研究書式3）に記載して甲に提出するものとする。
４　甲は、「医療機器の非介入研究終了（中止）報告書」（医療機器の非介入研究書式3）を受理した場合は、「受託経費納入通知書」により乙に経費を請求し、乙は、甲の指定する方法で支払うものとする。
（契約の解除）
第７条　甲および乙は、一方の当事者が本契約に違反した場合は、本契約を解除することができる。
（契約に定めない事項）
第８条　本契約に定めのない事項および本契約の解釈上・運用上疑義を生じた事項については、その都度甲・乙誠意をもって協議・決定するものとする。
この契約の締結を証するため、本書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自その１通を保有するものとする。
西暦　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　北海道函館市港町1丁目10番1号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　函館市病院局
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　函館市公営企業管理者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　病院局長　氏家　良人
　　　　　　　　　　　　　　　　　乙
